様式－１（表紙）
平成　　年　　月　　日
中日本高速道路株式会社○○支社
支社長　　　　　　　　　　　　　殿
住所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　印
担当者氏名
住所
電話番号
低入札価格調査資料の提出について
標記について、下記の資料を各２部提出します。
記
1． 工事件名
2． 入札日
３．提出資料
①　当該価格で入札した理由　　　　　　　　　　　　　　　（様式－２）
②　入札金額に対応した単価表又は工事費内訳書　　　　　　（様式－３）
③　入札金額に対応した単価表又は工事費内訳書の明細書　　（様式－３の１）
④　施工体制台帳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式－４）
⑤　施工体系図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式－５）
⑥　手持工事の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式－６～７）
⑦　契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関連　　（様式－８）
⑧　手持資材の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式－９）
⑨　資材購入先及び購入先と入札者との関係　　　　　　　　（様式－１０）
⑩　手持機械数の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式－１１）
⑪　労務者の具体的供給見通し　　　　　　　　　　　　　　（様式－１２～１３）
⑫　過去に施工した公共工事名及び発注者　　　　　　　　　（様式－１４）
⑬　建設副産物の搬出地　　　　　　　　　　　　　　　　  （様式－１５）
⑭　誓約書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（別添様式－１－２）
⑮　一般管理費等設定理由書　　　　　　　　　　　　　　　（別添様式－２）
⑯　一般管理費等の内訳書　　　　　　　　　　　　　　　　（別添様式－２－２）
⑰　上記資料の裏付けとなる根拠書類　　　　　　　　　　　（自由様式）
以　　上
様式－２　　　　　　　　　　当該価格で入札した理由
	


注１：当該価格で入札した理由を、労務費、手持工事の状況、当該工事現場と事業所・倉庫との関係、手持資材の状況、手持機械の状況、下請け会社等の協力等の面から記載すること。
注２：当該価格で適正な履行が可能である理由を具体的に記載すること。
様式－２　　　　　　　　　　当該価格で入札した理由　【 ※記載例1/3】
	　当該工事の応札は、当社で施工致しました類似工事の施工実績に基づき、当該工事の施工条件を考慮し施工費用を算出しております。
　この施工費は、全社的な支援体制により要求品質を充分確保すると供に、工事体制において各協力会社への如何なるしわ寄せも行っておらず、健全に工事を執行できる自信を持った積算により応札した価格であります。
　以下に、貴社発行の「土木工事積算基準（Ｈ21年度版）」、「施設工事積算基準（H21年度版）」等により算出したＮＥＸＣＯ工事費相当額に対して、当社積算の工事費（実施設計額）との推定差額を記述し、当社の積算の考えについて説明致します。
1 労務単価について
　我社の賃金台帳により、管理技術者の所要人件費を算出しております。また、労務費については物価資料等に記載されております、設計労務費単価（二省単価）を採用しております。
なお、当該工事においては、経験豊かな現場代理人及び管理技術者を配置しており、工事工程において、閑散作業時点での事務所職員（工務・庶務）の職員を一般の配置より減じております。
　　　　　　　　　　（　従来○○○○千円　今回○○○○千円　節減額　△　□□□□千円）
②　材料費について
　本工事で使用する主材料○○は、当社の資材部において年間購入契約をしている資材であり、年間使用量（平成○○年度　○○万トン）のスケールメリットにより、安価に入手可能である。これにより、ＮＥＸＣＯ公表価格により安価となったもの。
　　　　　　　　　　　（　従来○○○○千円　今回○○○○千円　節減額　　△　□□□□千円）
③　材料費について
　本工事で使用する、プレキャスト製品については、弊社と同資本である、○○○コンクリート株式会社製のものを入手する予定であり、一般価格より安価に入手可能である。これにより、ＮＥＸＣＯ公表価格より安価となったもの。
　　　　　　　　　　　（　従来○○○○千円　今回○○○○千円　節減額　　△　□□□□千円）
④　材料費について
　本工事で使用する、トンネル支保部材については、弊社が施工する○○○○トンネル工事と隣接している事から、資材搬入に係る運搬を両工事で調整し手配することから運搬コストを低減することが可能でありこれにより安価となった。
　　　　　　　　　　　（　従来○○○○千円　今回○○○○千円　節減額　　△　□□□□千円）
⑤　機器製作費について
・本工事で使用する機器製作費は、当社の資材部において製作材料を年間一括購入等によるスケールメリットにより、安価に入手可能である。これにより安価となったもの。
・工場経費における○○（詳細）について削減し、これにより安価となったもの。
（　従来○○○○千円　今回○○○○千円　節減額　　△　□□□□千円）
⑥　機械損料について
　当該工事に使用予定の機械は、自社保有の機械であり、本工事までに総運転日数（耐用年数×年間標準運転日数）を超えているが、機械の損傷が少ないため償却費率を低減（80％⇒10％）できるため安価となった。
　　　　　　　　　　　（　　従来○○○○千円　今回○○○○千円　節減額　△　□□□□千円）



様式－２　　　　　　　　　　当該価格で入札した理由　【※記載例2/3】
	7 手持ち工事の状況
　弊社は、主体的に土木工事を生業としており、平成○○年度現在○○件の受注をしている、その内ＮＥＸＣＯ事業は○件の受注があり、現在鋭意作業中である。これにより資材一括購入等により安価となる。
　　　　　　　　　　　（　従来○○○○千円　今回○○○○千円　節減額　　△　□□□□千円）
⑧　当該工事現場と事業所・倉庫との関係
　当該工事現場は、弊社○○営業所より○ｋｍの位置であり、また、弊社機材センター（○○○市）も資機材の一時保留や機材プールが可能である。また、工事初期においては、現場事務所を弊社○○営業所を使用することにより万全の体制としております。（共通仮設費・営繕費の減額）
　　　　　　　　　　　（　従来○○○○千円　今回○○○○千円　節減額　　△　□□□□千円）
⑨　手持ち資材の状況
　当該工事で使用する資材の内、○○○○は、弊社資材部の保有資材が有り、臨機に供給可能な状況にある。
　　　　　　　　　　　（　従来○○○○千円　今回○○○○千円　節減額　　△　□□□□千円）
10 下請け会社等の協力体制
　弊社は、全国的に事業展開をしており、各地区に施工協力会を構成しており、弊社の施工方針等を十分に理解した下請け企業と施工する体制となっている。○○圏域での施工については「○○○地区施工協力会」と協力し、適正な下請け関係を持つ事としている。
　また、この事から地元企業を下請けとすることにより、雑資機材等の入手に地元状況に配慮できるものであり、工事近隣住民との地元目線での交流が図れるものと考える。
　　　　　　　　　　　（　従来○○○○千円　今回○○○○千円　節減額　　△　□□□□千円）
11 下請け会社等の協力体制
　地元協力会社を下請けとして使用することにより、労務員宿舎を削減する事が可能となる。
　　　　　　　　　　　（　従来○○○○千円　今回○○○○千円　節減額　　△　□□□□千円）
12 一般管理費について
　弊社は、本工事においての一般管理費を○．○％として積算している。この率は、第○○期（平成○○年）の財務諸表より算出した額である。
　よって、ＮＥＸＣＯ積算に対しては率で○．○％低く設定している。
　　　　　　　　　　　（　従来○○○○千円　今回○○○○千円　節減額　　△　□□□□千円）



様式－２　　　　　　　　　　当該価格で入札した理由　【※記載例3/3】
	13 一般管理費について
　弊社は、土木事業及び建築事業を主業としており約6割が建築事業である。弊社の営業利益は建築事業部より約○○億円を土木事業への補填を予定している。各事業での収支については、第○○期（平成○○年）の財務諸表より算出したものである。
　よって、ＮＥＸＣＯ積算の率より低い○．○％としている。
　　　　　　　　　　　（　従来○○○○千円　今回○○○○千円　節減額　　△　□□□□千円）
　
以上の節減策や弊社の積算における考えから、約　○○，○○○千円　の減額を図ったものであり、当該減額は、工事の品質・安全・工程等を妨げるものではない。
＜節減内訳＞
項目
節減金額
根拠
直接工事費
○○○○千円
①の一部②③④⑤⑥⑦⑨⑩
共通仮設費
○○○○千円
⑧⑪
現場管理費
○○○○千円
①の一部
一般管理費
○○○○千円
⑫⑬
合計
○○○○千円



【※ＮＥＸＣＯ中日本が求めている記載ポイント】
· 当該工事の積算においては、ＮＥＸＣＯ積算基準との開差について説明して下さい。（主要項目）
· 材料・機器価格（リースを含む）等の根拠が、見積り書による場合には、見積り書及び見積もり条件を説明して下さい。
· 機械損料を「機械損料算定表」（日本機械化協会）によらない場合には、算出定数を説明して下さい。
· 一般管理費の説明については、一般管理費率の算定根拠を明確に説明して下さい。
· 諸経費のうち、安全費、現場管理費、技術管理費については、共通仕様書に記載される項目毎に説明して下さい。
· 下請け会社との契約条件等について、見積り書及び見積もり条件を説明して下さい。
様式－３（総価単価契約及び単価契約の場合）　　　　　　
単価表
	工事名
	

	番号
	項目番号
	項目
	数量
	単位
	単価
	金　額
	備　考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	

	消費税及び地方消費税の額
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


注１：ＮＥＸＣＯ中日本が配付した単価表（単価及び金額が記載されていないもの）に対応する単価表とすること。
注２：上記単価表の単価には、「消費税及び地方消費税の額」を含まないこと。
様式－３の１（総価単価契約及び単価契約の場合）　　　　
単価表に対する明細書
	番号
	項目番号
	項目
	規格
	数量
	単位
	単価
	金　額
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


注１：様式－３の単価に対する明細を記入すること。さらにその明細が必要な場合は、本様式を使用しその内容が明確になるようにすること。
注２：総価単価契約において単価表に記載した諸経費及び単価契約において単価に含む諸経費に関する明細となる共通仮設費、現場管理費、一般管理費等についても記載すること。
注３：直接工事費、共通仮設費、現場管理費、一般管理費等の区分を明確に記載のこと。（本様式と別に書式を設けることも可）各費用の区分は、当該工事積算基準（NEXCO公表）に基づき行うこと。
注４：総合評価方式を適用している場合は技術提案の履行に要する費用を明確に記載すること。
注５：単価内訳の根拠を必ず添付すること。（書式自由）
注６：下請会社等からの見積書又は仮契約書が根拠となる場合は、押印付の見積書又は仮契約書を添付すること。
様式－３（総価契約の場合）　　　　　　　　　
工事費内訳書
種目別内訳書・科目別内訳書
	名　　称
	単位
	数量
	単価
	金　額
	備　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	

	共通仮設費
	
	
	
	
	

	現場管理費
	
	
	
	
	

	一般管理費
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	

	消費税及び地方消費税の額
	
	
	
	
	

	総計
	
	
	
	
	


注１：上記工事費内訳書の単価には、「消費税及び地方消費税の額」を含まないこと。
様式－３の１（総価契約の場合）　　　　　　　
工事費内訳書に対する明細書
	名　称
	摘　要
	数　量
	単位
	単　価
	金　額
	備　考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


注１：様式－３の単価に対する明細を記入すること。さらにその明細が必要な場合は、本様式を使用しその内容が明確になるようにすること。
注２：直接工事費、共通仮設費、現場管理費、一般管理費等の区分を明確に記載のこと。（本様式と別に書式を設けることも可）各費用の区分は、当該工事積算基準（NEXCO公表）に基づき行うこと。
注３：総合評価方式を適用している場合は技術提案の履行に要する費用を明確に記載すること。
注４：単価内訳の根拠を必ず添付すること。（書式自由）
注５：下請会社等からの見積書又は仮契約書が根拠となる場合は、押印付の見積書又は仮契約書を添付すること。
様式－６　　　　　　　　　手持工事の状況（対象工事箇所付近）
	工　事　名
	発　注　者
	工　期
	金　額
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注：対象工事現場付近（半径１０ｋｍ程度）での手持工事の件名を記入し、その工事の場所を地図上に記入すること。また、対象工事の位置も記入すること。地図の縮尺は自由とする。
様式－６の１　　　　　　　　手持工事の状況（対象工事関連）
	工　事　名
（工事地先名）
	発　注　者
	工　期
	金　額
	備　考

	
	
	
	
	

	　
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注：当該工事と建設業許可における工事の種類が同一の工事を対象に工事名等を記入すること。
様式－７　　　　　　　　　　　　　配置予定技術者等名簿
	区　分
	氏　名
	資　格
	取得年月日
	免許番号
交付番号
	手持工事状況
工事名・工期

	【記載例】
監理技術者
	○○　太郎
	一級土木施工管理技士
監理技術者資格者証
	H１５.６.１
H１３.７.１
	第1234号
	

	主任技術者
	
	
	
	
	

	現場代理人
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


注：入札者との雇用関係の確認を示す書類（監理技術者資格者証（所属建設業者を記載した証）、健康保険被保険者証の写し、健康保険被保険者標準報酬決定通知書の写し又は住民税特別徴収税額通知書の写し）を添付すること。
様式－８　　　　　契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等の関連
	


　注１：分かりやすい地図で契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関連が明確になるように記入すること。また、所在地も明らかにすること。縮尺は自由とする。
　注２：地理的条件を低入札の理由とする場合は、その優位性を示す経費節減額の根拠となる資料を添付すること。
様式－９　　　　　　　　　　　　　手持資材の状況
	品　名
	規格・型式
	単位
	手持数量
	本工事での使用予定量
	不足数量の手当方法

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


注１：手持資材の状況については、主に当該工事で使用予定の資材を記入すること。
注２：手持資材の保管状況の写真、在庫資材の帳簿、資材調達時の納品書や領収書等を提出すること。
注３：手持資材の活用を低入札の理由とする場合は、その優位性を示す経費節減額の根拠となる資料を添付すること。
様式－１０　　　　　　　　　　　　資材購入先一覧
	工　種
種　別
	品　名
規　格
	単
位
	数
量
	購　入　先　名

	
	
	
	
	業　者　名
	所　在　地
	入札者との関係

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


注：入札者との関係については、購入先予定業者との関係を記入し（例：協力会社、同族会社、資本提携会社等）、関係を証明する規約、登録書等があれば、それを添付すること。
様式－１１　　　　　　　　　　　　手持機械数の状況
	機械名称
	規格・型式・能力・年式
	単位
	数量
	メーカー名
	現在の利用状況

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


注１：主に当該工事に使用する予定の手持機械の状況を記入すること。
注２：手持機械の保管状況の写真、手持機械の帳簿、機械調達時の納品書や領収書等を提出すること。
注３：手持機械の活用を低入札の理由とする場合は、その優位性を示す経費節減額の根拠となる資料を添付すること。
様式－１２　　　　　　　　　　　労務者の確保計画
	工　種
	職　種
	単　価
	員　数
	下請会社との関係
下請会社名等

	【記載例】
土　工
	普通作業員
	
	２００（１００）
	同族会社
（株）○○

	配管工
	配管工・普通作業員
	
	１２０（８０）
	△△会メンバー
（株）△▽

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注１：（　）内は、員数中の自社労務者の数を記入すること。
注２：自社労務者と下請労務者を区分すること。
注３：下請会社との関係も明記し、関係を証明する規約、登録書等があれば、それを添付すること。
注４：労務単価も記入すること。
注５：自社労務者については、直接的かつ恒常的な雇用関係を確認できる資料を添付すること。
様式－１３　　　　　　　　　　工種別労務者配置計画
	工　種
	種　別
	配　置　予　定　人　数
	計

	
	
	世話役
	普通作業員（特殊含）
	配管工
	電　工
	オ　ペ
	

	【記載例】
土工事
	床堀工・埋戻工・残土処理
	１
	２
	
	
	２
	５

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


様式－１４　　　　　　　過去に施工した公共工事名及び発注者
	発　注　者
	工　事　名
	工　期
	金額（円）
	低入札調査対象

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注：過去５ヵ年程度を記載すること。なお、過去に受注したＮＥＸＣＯまたは旧ＪＨ発注工事で低入札価格調査制度対象工事の案件には、低入札調査対象欄に◎印を、上記以外の発注工事で低入札価格調査制度対象工事の案件には、低入札調査対象欄に○印を記すこと。
様式－１５　　　　　　　　　　　建設副産物の搬出地
	建　設　副　産　物
	受け入れ予定箇所
	受け入れ価格

	コンクリート塊
	
	

	
	
	

	アスファルト・コンクリート塊
	
	

	
	
	

	建設発生木材
	
	

	
	
	

	建設発生土
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


注：当該工事で発生する、すべての建設副産物について記入すること。
別添様式－１－１（重点調査以外用）
誓　約　書
当社は下記工事の入札（見積り）において、下記価格で申し込みを行いましたが、この価格をもって品質・安全等の確保に万全を期し、粗雑工事は行わないことを誓約いたします。あわせて下請予定業者や資材納入予定業者などの見積り金額を故なく減額するなど下請予定業者等に工事金額等のしわ寄せを行わないよう履行することを誓約いたします。
記
１．工事名
２．入札（見積り）金額（税込み）
３．入札価格で確実な品質確保および契約履行が行なえるとする理由
○○支社長等
　　平成　　年　　　月　　　日　
社　　　名　　　　　　　　　
代表取締役　　氏　　名　　印
注：共同企業体を構成する場合は、各構成員毎に本誓約書を提出すること。
別添様式－１－２（重点調査用）
誓　約　書
当社は下記工事の入札（見積り）において、下記金額で入札を行い、貴社が定める低入札価格調査制度の重点調査価格を下回る価格となったところでありますが、この価格をもって品質・安全等の確保に万全を期し、粗雑工事は行わないことを誓約いたします。
あわせて下請予定業者や資材納入予定業者などの見積り金額を故なく減額するなど下請予定業者等に工事金額等のしわ寄せを行わないよう履行することを誓約するとともに、工事完成後にしわ寄せを行っていないことを証明する書類を提出いたします。工事中及び工事完成後において、この誓約を違反した事実が判明した場合及び証明書の提出ができない場合は、契約違反としての措置及び建設業法違反として監督官庁への通報をされることに承諾いたします。
記
１．工事名
２．入札（見積り）金額（税込み）
３．入札価格で確実な品質確保および契約履行が行なえるとする理由
○○支社長等
　　平成　　年　　　月　　　日　
社　　　名　　　　　　　　　
代表取締役　　氏　　名　　印
注：共同企業体を構成する場合は、各構成員毎に本誓約書を提出すること。
別添様式－２
一般管理費等設定理由書
当社は下記工事の入札（見積り）において、下記金額で入札を行い、貴社が定める低入札価格調査制度の重点調査価格を下回る価格となったところでありますが、本工事に計上する一般管理費等の設定理由は以下のとおりです。
記
１．工事名
２．入札（見積り）金額（税込み）
３．本工事に計上する一般管理費等（円／式）
４．一般管理費等の設定理由（適切である理由）
５．一般管理費等の計上割合が、直近の財務諸表における損益計算書等に計上される一般管理費等の割合を下回る場合の補填方法等及び補填等を行なう理由
○○支社長等
　　平成　　年　　　月　　　日　
社　　　名　　　　　　　　　
代表取締役　　氏　　名　　印
注：共同企業体を構成する場合は、各構成員毎に本理由書を提出すること。
別添様式－２－２
一般管理費等の内訳書
	工事名

	費目・項目
	金　　額
	備　　考

	一般管理費
	
	

	役員報酬
	
	

	従業員給料手当
	
	

	退職金
	
	

	法定福利費
	
	

	福利厚生費
	
	

	修繕維持費
	
	

	事務用品費
	
	

	通信交通費
	
	

	動力、用水光熱費
	
	

	調査研究費
	
	

	広告宣伝費
	
	

	交際費
	
	

	寄付金
	
	

	地代、家賃
	
	

	減価償却費
	
	

	試験研究費償却
	
	

	開発費償却
	
	

	租税公課
	
	

	保険料
	
	

	契約保証費
	
	

	雑　費
	
	

	附加利益
	
	

	法人税等
	
	

	株主配当金
	
	

	役員賞与金
	
	

	内部留保金
	
	

	その他営業外費用
	
	

	・・・・
	
	

	
	
	下欄には一般管理費等が本工事に占める割合（％）を記載する。

	合　　　　計
	
	（○○.○％）


注１：直近の財務諸表、損益計算書等を添付のこと。
注２：注１の添付資料より一般管理費等の計上が適正であることが確認できる根拠資料、又は注１の添付資料に計上される一般管理費等の割合を下回る場合の補填方法等及び補填する理由等を具体的に確認することができる根拠資料を添付のこと。
